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1. はじめに
近年、デジタルアイデンティティの管理と流通におい

て、自己主権型アイデンティティ（Self-Sovereign Identity:
SSI）の概念が注目されており、それを実現する基盤技
術として、分散型識別子（Decentralized Identifier: DID）
および検証可能な資格情報（Verifiable Credential: VC）
の国際的な標準化が進展している [1] [2]。DID/VCの導
入により、ユーザーは自身の識別情報や属性情報を中央
集権的な管理主体に依存せず、安全かつプライバシーに
配慮した形で提示・共有することが可能となる。
デジタルアイデンティティ及びVCを活用したユース

ケースは急速に拡大しており、公的証明（例：運転免許
証、在留カード）にとどまらず、航空券や会員証、オン
ラインイベントチケット、企業内認証、さらには趣味嗜
好やスキル・実績を表すバッジ型クレデンシャルなど、
従来の書面による証明の延長線上にある多様な適用が期
待されている [3]。これらのユースケースにおいては、暗
号学的な正当性の担保に加え、クレデンシャルが「意図
されたとおりに正しく発行・管理されているか」という
運用面の信頼性が重要となる。
しかしながら、現行の技術仕様においては、VCの Is-

suer（発行者）やVerifier（検証者）等の参加者がエコシ
ステムで定められたルールを順守させる技術的な仕組
みは存在しない。W3C Verifiable Credentials Data Model
仕様では、VCに termsOfUseプロパティを付加する
ことによりポリシーの記述は可能であるが、それが実際
に遵守されているかを担保する手段は標準化されていな
い [4]。そのため、不適切なクレデンシャルの発行や、ホ
ルダーの同意を得ずに提示された情報を検証者が不適切
に利用するといったリスクが残存している。
このような課題を補完するため、近年では eIDAS [5]や

Pan-Canadian Trust Framework (PCTF) [6]、Trusted Dig-
ital Identity Framework (TDIF) [7] など、特定の条件下
で信頼できる発行者（Trusted Issuer）や検証者（Trusted
Verifier）を中央的に認定し、信頼性を保証するガバナン
ス・フレームワークの整備が進められている。これらの
枠組みは、厳格な審査と認証プロセスによって発行主体
の信頼性を担保するものであり、国家間や業界内の相互
運用性を実現する上では有効な手段である。
一方で、このような中央認定型の枠組みには、次のよ

うな限界も存在する。第一に、新規参入者にとって、認
定を受けるためのプロセスが煩雑かつコスト高となり、
結果としてエコシステムへの参加障壁が高まるという問
題がある。第二に、エコシステム運営主体にとっては、
すべての発行者を対象に認定・監視・更新を行うことが
人的・制度的に大きな負担となり、ガバナンス運用のス
ケーラビリティが損なわれる。さらに、ロングテール的

な多様なユースケースに対しては、中央的なルール設計
が実態と乖離しやすく、柔軟な対応が困難となる。
このように、VCのエコシステムは、「分散性」と「信

頼性」の両立に構造的な課題を抱えていると考えられ
る。本研究では、その解決に向けたアプローチとして、
クリプトエコノミクスの概念を応用し、経済的インセン
ティブによりポリシー遵守を促進する仕組みの構築を試
みる。中でも、Ethereum等の分散型ネットワークにて活
用される Proof of Stake（PoS）[8]にて用いられる概念で
ある、ステーキングとスラッシングに着目する。ステー
キングとスラッシングの設計では、参加者が一定の資産
をステーキングし、誠実な行動に対して報酬を得る一方
で、ルール違反にはステークの一部がスラッシュ（没収）
されるという、経済的ペナルティを通じた信頼維持の仕
組みを提供している [9]。
本稿では、この PoSモデルが持つステーキングとス

ラッシングの構造を応用し、VCエコシステムにおいて
分散性を保ちつつ、信頼を自律的かつ経済的に担保する
新たなアーキテクチャの設計と、その実現可能性につい
て検討する。

2. 関連研究
信頼の担保は技術観点及びガバナンス観点の両面にて

実現される。本章では、要素技術とフレームワーク・ガ
イドラインの動向と課題を紹介する。

2.1 デジタルアイデンティティとDID/VC技術の位置づ
け
近年、行政手続き、金融サービス、教育、医療など多

様な領域においてオンライン化が急速に進展しており、
デジタル上で個人を識別し、適切に属性情報を証明する
ための「デジタルアイデンティティ」の重要性が高まっ
ている [10]。デジタルアイデンティティは、本人確認や
サービス提供における中核的な役割を担っており、安全
性と利便性を両立する基盤技術として注目されている。
しかしながら、現状の多くのデジタル ID管理は、サー

ビスごとに個別のアカウントや識別子を必要とするため、
IDの乱立や情報の分断が生じている。また、IDの発行
や管理を特定の事業者が一方的に担う中央集権的な構造
では、ユーザーが自身の情報に対して十分な制御権を持
てないという課題も指摘されている [2]。加えて、サービ
ス横断的な相互運用性やプライバシー保護の観点でも、
従来の IDモデルには限界が存在している。
こうした課題に対応する新たなアプローチとして、自

己主権型アイデンティティ（Self-Sovereign Identity: SSI）
の概念が登場している [11]。SSIは、個人が自身の識別
情報および関連する資格情報を自ら管理・提示すること
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図 1. Verifiable Credential エコシステムの基本構造

を可能にし、情報の真正性とユーザーのコントロール権
の両立を目指すモデルである。SSIは「中央を信用する
ID管理」から「ユーザーが主権を持つ ID管理」への転
換を促すものであり、分散型技術の進展とともに国際的
な注目を集めている [2]。
この SSIの実現を支える技術基盤として、W3Cを中

心に標準化が進められているのが、分散型識別子（De-
centralized Identifier: DID）および検証可能な資格情報
（Verifiable Credential: VC）である。DIDは、従来の中
央リポジトリに依存せずに識別子を発行・管理できる仕
組みを提供し、VCはその識別子に紐づく属性情報の検
証可能な提示と確認を可能にする。これらは、分散性と
相互運用性を備えた次世代のデジタルアイデンティティ
基盤として、各国・各業界における導入が進みつつあ
る [2]。

DID（Decentralized Identifier） DIDは、特定の中央管
理者に依存せず、個人または組織が自身で生成・管理可
能な識別子である。DIDに対応するDIDドキュメントに
は、公開鍵、認証手段、サービスエンドポイント等の情
報が格納される。DIDの多くは分散型台帳（Distributed
Ledger Technology: DLT）上に記録されることで可証性
と改ざん耐性を実現するが、すべての DIDが DLTを必
要とするわけではない。たとえば did:keyのように、
ローカルで自己生成・運用可能な軽量な DIDメソッド
も存在する [12]。

VC（Verifiable Credential） VCにおけるの関連主体間
の基本的な相互関係を図 1に示す。本図は、エコシステ
ム内での各主体の役割と情報の流れを視覚的に整理した
ものであり、以降の議論の前提として参照されたい。VC
は、個人の学歴、資格、属性、権限などの情報をデジタル
に証明する枠組みである。発行者（Issuer）が暗号署名に
よってクレデンシャルを発行し、それを保持者（Holder）
が自身で保管・提示し、検証者（Verifier）が真正性を検
証するという三者構造で運用される。さらに、VCの基
盤には、スキーマやDIDドキュメント、認定された発行
者の情報などを保持するVerifiable Data Registry（VDR）
が存在し、エコシステムが運用される。
本モデルにおいては、IssuerがVCを発行し、Holder

に対して資格情報を提供する。Holderは受け取った VC
を安全に保持し、必要に応じて Verifierに提示すること
で自身の属性や資格を証明する。Verifierは提示された
VCの真正性と有効性を検証するにあたり、Issuerやス
キーマ情報を含む DID Documentの情報を、VDRを通
じて参照する。

VDRは、DIDの解決やスキーマ定義の保管、VCに

関わる各主体の識別子の登録など、エコシステムにおけ
る信頼の根拠となる情報を提供する基盤である。各ロー
ルは VDRを通じてスキーマや識別子を登録・参照しな
がら相互に連携し、VCの発行・提示・検証という一連
のプロセスを安全かつ相互運用可能な形で成立させてい
る [13]。
また、VCには選択的開示（Selective Disclosure）[14]

やゼロ知識証明（Zero-Knowledge Proof: ZKP）[15] と
いったプライバシー保護のための技術が導入可能であ
り、ユーザーは自身の情報を必要最小限で提示できるな
ど、高い柔軟性と再利用性を有する。
なお、W3Cによる Verifiable Credential Data Modelの

仕様では、発行時に termsOfUseプロパティを付加す
ることで、当該 VCの利用に関するポリシーや条件を記
述することができると定義されている [4]。しかしなが
ら、これらのポリシーが実際に遵守されているかを技術
的に強制・検証する手段は標準仕様の中には含まれてお
らず、VCの利用における運用上の信頼性は各エコシス
テムの裁量に委ねられている。
以上のように、DIDおよびVCは、自己主権型アイデ

ンティティ（Self-Sovereign Identity: SSI）の実現に向け
た中心的な技術であり、分散型エコシステムの信頼構築
において重要な役割を果たしている。しかしながら、こ
れらの技術が提供するのは、あくまでVCの発行・提示・
検証の技術的正当性に限られており、各参加者がその運
用ポリシーに準拠しているかどうかを保証する仕組みは
含まれていない。次節では、この点に着目し、エコシス
テム全体における信頼性維持の課題と対応策について検
討を行う。

2.2 フレームワーク・ガイドラインの動向と課題
VCエコシステムの基本構造を用いたデジタルアイデ

ンティティ技術は、さまざまなユースケースへの実装を
想定して、各国政府や国際的な標準化団体により、制度
的・技術的なフレームワークの整備が進められている。
これらは、個人認証、資格証明、デジタルウォレットな
どの領域で、実運用を見据えた信頼の担保や相互運用性
の確保を目的とした取り組みである。
例えば、EUが推進する eIDAS 2.0は、加盟国間で相

互に認証可能な IDプロバイダーや Issuerの登録枠組み
を提供し、デジタルアイデンティティウォレット（EUDI
Wallet）の標準化と利用促進を目指す包括的な制度であ
る [5]。また、Pan-Canadian Trust Framework (PCTF) [6]、
IDunion Network [16]、Trusted Digital Identity Framework
(TDIF) [7]、およびモバイル運転免許（mobile Driving Li-
cense, mDL）[17]なども、分散型エコシステムの構築を
志向しつつ、信頼性確保の手段として「Trusted Issuer」
のような中央認定構造を一部に取り入れている。
このような枠組みは、業界や国・地域ごとの法制度と

の整合性を確保し、制度的信頼を提供する上では有効で
ある。一方で、こうしたガバナンスモデルの多くは、エ
コシステム参加者が自律的にポリシー遵守を担保するた
めの仕組みを欠いており、ポリシーの遵守を中央的な認
定と監督に依存しているという構造的な限界がある。そ
の結果として、以下のような課題が発生し得る：

• 新規事業者が IssuerやVerifierとして参加するには、
認定取得に関する手続きや審査負荷が大きく、エコ
システム参入の障壁となる。
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• 認定済みの Issuerが増加し、大量のクレデンシャル
が発行されるようになると、中央的な監査や運用の
ための人的・制度的コストが増大し、持続可能性に
課題が生じる。

• 認定制度が包括的である一方、短期的・多様なユー
スケースへの柔軟な適用が難しく、中央的なルール
設計が実態と乖離しやすい。たとえば、イベントチ
ケットやオンライン講座などで発行される一時的な
証明に対しては、フレームワークにより設定された
発行条件が実態よりも厳しすぎるケースが考えら
れる。

このように、現行のトラストフレームワークは、信頼
性を確保する設計にはなっているものの、スケーラブル
かつ自律分散的なエコシステム運営という観点からは改
善の余地がある。

2.3 クリプトエコノミクスにおけるステーキングとスラッ
シングの設計思想
ブロックチェーン技術の発展により、中央管理者の介

在なしに持続的なネットワーク運用を実現するための仕
組みとして、経済的インセンティブを活用した合意形成
メカニズムが広く採用されてきた。その中核にあるの
が、暗号技術と経済的仕組みを組み合わせた「クリプト
エコノミクス（Cryptoeconomics）」という設計思想であ
る [18]。
クリプトエコノミクスでは、ノードや参加者が誠実な

行動を取ることに対して正の報酬が与えられ、悪意ある
行動に対しては経済的損失が発生するような構造が設計
される。Proof of Stake（PoS）は、その代表的な合意手
法の一つであり、従来の Proof of Workとは異なり、ネッ
トワークへの参加資格と責任を「ステーク（Stake）」と
いう資産のロックによって表現する。

PoSにおいては、バリデータ（Validator）がネットワー
クに参加する際に暗号資産をステークとして預け入れ、
ブロックの提案や取引の検証に従事する。誠実な行動
を取れば報酬を得られる一方で、不正行為やルール違
反（たとえば二重提案や不正な署名）が発覚した場合
には、預け入れたステークが部分的または全額「スラッ
シュ（Slash）」として没収される。これにより、「誠実に
振る舞うことに経済的な価値があり、不正を行うと損を
する」というインセンティブ構造が成立する [9]。
このような設計において、PoSは信頼形成そのものを

目的としているわけではなく、むしろ参加者が誠実な行
動を経済合理的に選好するように誘導する「抑止構造」
の一要素であると解釈できる。言い換えれば、信頼に値
する行動を強制せずとも、他の選択肢が損失を伴うため
に結果的に誠実な行動が促されるという、制度的ガバナ
ンスに代わる手法である。

Ethereumでは、こうしたステーキングとスラッシング
の構造がプロトコルレベルで実装されており、PoSの導
入により、ファイナリティのある分散合意形成が可能と
なった [19]。また、実運用においては、32 ETHをステー
クしたバリデータが不正行為を行った場合、他のノード
によって違反が報告され、自動的にスラッシュ処理が行
われ、報告者への報酬分配までが設計されている [8]。
本研究では、この PoSにおけるステーキングとスラッ

シングの設計思想に着目し、VCエコシステムにおける

信頼担保の枠組みとしての応用可能性を検討する。特に、
Issuerや Verifierといった参加者が、ポリシー遵守を自
己主張的に行うだけでなく、経済的担保を通じてその行
動に責任を持つような構造の設計が、本質的なスケーラ
ビリティと信頼性の両立に寄与すると考えられる。

2.4 本研究が着目する課題領域
本章では、DID/VCの基盤技術と、制度的なトラスト

フレームワークの両面から、分散型デジタルアイデン
ティティの実現に向けた既存の取り組みを概観した。

DID/VCは、識別子や資格情報の真正性と相互運用性
を担保する技術として注目されているが、発行や利用の
過程においてポリシーが遵守されているかを技術的に検
証・強制する仕組みは備えていない。
一方、eIDASや PCTFなどのフレームワークは、信頼

性を担保する制度として有効であるが、中央認定構造に
依存することにより、参入障壁や運用コストといったス
ケーラビリティ上の課題がある。
さらに、VCのユースケースが多様化される中で、こ

うした中央集権的枠組みのみでは柔軟な対応が困難で
ある。
このような背景のもと、本研究では、PoSにおけるス

テーキングとスラッシングの設計思想に着目し、エコシ
ステム参加者の自律的なポリシー遵守を促す、新たな信
頼形成モデルの可能性を検討する。

3. 提案手法
本研究では、VCエコシステムにおけるルール遵守と

信頼性を、中央的な認定制度のみに依存しない新たなエ
コシステム運用の枠組みを提案する。従来のトラストフ
レームワークに見られるような中央集権的な監査や認
定は、信頼性を担保する手段として有効である一方で、
参入障壁や運用負荷といったスケーラビリティの課題を
伴っていた。
本提案では、ブロックチェーン分野において分散的な

行動制御の仕組みとして広く用いられている「ステーキ
ングとスラッシング」の設計思想に着目し、エコシステ
ム参加者が経済的担保を伴って自律的にポリシーを遵守
するよう動機づける構造を設計する。具体的には、参加
者を以下の 3つのロールに分類し、それぞれの動機と役
割に応じた経済的インセンティブ設計を行う。
本節では、まず各ロールの定義とその動機を示した上

で、相互作用によって形成される行動モデルを説明する。
続いて、ステークのライフサイクルについて概説し、提
案手法の全体像を明らかにする。

3.1 ロールの定義とエコシステムへの参画動機
本提案では、参加者が自律的にルールを遵守しながら

行動できるインセンティブ構造を構築するため、エコシ
ステム内の役割を以下の 3つのロールに分類する。それ
ぞれのロールは、異なる立場から信頼の維持に貢献しつ
つ、経済的・社会的な見返りを得ることを目的として行
動する。

• Trust Declarant：信頼宣言者。自身の誠実性を示
し、他の参加者からの信頼を獲得・維持したいとい
う動機を持つロールである。行動の対価として、継
続的にVCを発行・検証し続けられることが期待さ
れる。このロールは、具体的には Issuerや Verifier
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図 2. 各ロールの関係図

が想定される。彼らは、Ecosystem Operatorへと
一定額のステークを預託し、その行動に対して責任
を持つ。

• Reporter：報告者。不正やポリシー違反を発見し、
それを報告することで報酬を得たいという動機を
持つロールである。正当な報告が受け入れられる
ことで、自身が被害を受けるリスクを下げると同時
に、エコシステム全体の健全性維持にも貢献する。
Reporterは、エコシステム内の参加者である必要は
なく、外部の観察者や第三者も含まれ得る。

• Ecosystem Operator：このロールは、報告内容の審
査、違反認定、スラッシング実行、報酬分配といっ
た機能を担う。報告が有効と判断された場合、Trust
Declarantのステークの一部がスラッシュされ、報
告者に報酬として分配される。残余はトラスト保全
のためのプールに蓄積される。さらに、違反の履歴
は公開ログとして記録・管理され、今後の信頼判断
の参照情報として活用可能とすることも拡張の余地
として考えられる。

3.2 各ロールの行動モデル
図 2に、本提案における 3つの主要ロールの相互作

用を通じた信頼形成の関係図を示す。本モデルは、Trust
Declarant、Reporter、Ecosystem Operator の 3者がそれ
ぞれの役割と動機に基づいて行動し、経済的インセン
ティブを介してエコシステムの信頼性を維持する構造で
ある。
以下に、各ロールの行動とその前提となる設計思想を

示す。

• Trust Declarant：このロールに該当する主体（例：
Issuerや Verifier）は、VCの発行や検証などの信頼
形成行動を行う前に、あらかじめ一定額のステーク
（担保）を預託する。預託のタイミングはエコシステ
ムの設計に応じて柔軟に設計可能であり、参加時の
入場料的ステークや、各トランザクションに紐づけ
た都度ステークといった方式が考えられる。ステー
クはロック期間中に拘束され、違反報告がなければ
返金されるが、有効な報告が認定された場合にはス
ラッシング（没収）対象となる。

• Reporter：エコシステム内外の誰もがこのロールを担
うことができる。Trust Declarantの行動においてポ
リシー違反を発見した際、証拠とともに Ecosystem
Operatorへ報告を提出する。報告が受理・認定され

図 3. ステークのライフサイクルを表す状態遷移図

た場合、報酬が支払われるため、経済的なインセン
ティブがレポートの動機付けとなる。この設計によ
り、中央集権的な監視機構を持たずとも、エコシス
テム参加者による自律的な監視が機能する。

• Ecosystem Operator：このロールは、報告内容の審
査、違反認定、スラッシング実行、報酬分配といっ
た機能を担う。報告が有効と判断された場合、Trust
Declarantのステークの一部がスラッシュされ、報
告者に報酬として分配される。残余はトラスト保全
のためのプールに蓄積される。さらに、違反の履歴
は公開ログとして記録・管理され、今後の信頼判断
の参照情報として活用可能とすることも拡張の余地
として考えられる。

3.3 ステークのライフサイクル
本提案における信頼担保の中核は、Trust Declarantに

よって預託されるステーク（担保資産）である。このス
テークは、ルール遵守の経済的保証として機能し、不正
があった場合にはスラッシュ（没収）される。一方で、
誠実な行動が継続された場合には、ロック期間終了後に
返金される。
図 3に示すとおり、ステークは以下のような状態遷移

に従って管理される。

• Staked：Trust Declarantがステークを預託した直後
の状態。以降のロック期間が開始される。

• Active：ステークがロックされている期間中の状態。
この期間中は、ポリシー違反の報告を受け付ける。
違反が報告されなければ、ロック期間終了後に返金
可能な状態へと遷移する。

• Challenged：有効な違反報告が提出された状態。報
告は Ecosystem Operatorによって評価される。

• Slashed：違反が認定され、ステークの一部または
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全額が没収された状態。スラッシュ後、残額はロッ
ク状態に戻り、再び返金対象となる。

• Withdrawable：ロック期間が終了し、ステークの
残余が返却可能となった状態。またはステークの残
余が 0になった等のトリガーにより明示的にロック
されている期間が終了した状態。

• Withdrawn：返金処理が完了し、ステークの残余が
Trust Declarantに返却された最終状態。

このように、ステークのライフサイクルは、誠実な行
動に対しては資産の返却を、不正行為に対しては資産の
没収と報告者への報酬という形で明確な経済的結果をも
たらす。これにより、エコシステム参加者に対して自律
的な行動制御が働く構造が実現される。

4. 提案手法の導入による期待効果
本節では、本研究で提案するステーキングおよびス

ラッシングに基づく信頼維持メカニズムを VCエコシス
テムに導入した場合に期待される効果について論じる。
本提案は設計方針として抽象度を保っており、ステーク
の預託方法や違反情報の公開手法、ガバナンス機構の
構成など、さまざまな実装パターンに柔軟に適用可能で
ある。
たとえば、Trust Declarantがステークを預けるタイミ

ングは、初期参加時に一括で預託する方式（入場料モデ
ル）や、発行・検証の各トランザクションに応じて逐次預
ける方式（トランザクション課金モデル）などが考えら
れる。また、ステークの状態や違反履歴をパブリックブ
ロックチェーン上で公開することで、高い透明性と改ざ
ん耐性を両立できる。スラッシュの比率や報酬分配の設計
も、固定パラメータとして定義するほか、分散型自律組
織（Decentralized Autonomous Organization: DAO）[20]
の投票等を通じて柔軟に運用することも可能である。

新規参入者に対する障壁の緩和 従来のトラストフレー
ムワークでは、Trusted Issuer として認定されるまでに
高い審査基準や手続きが求められ、これが新規事業者の
参入障壁となっていた。提案手法では、明示的なステー
キングによって初期から「経済的な責任」を果たすこと
ができるため、認定制度に代わる自己担保型の信頼獲得
メカニズムとして機能する可能性がある。これにより、
ロングテールの多様なユースケースにおいても、参加の
ハードルを抑えつつ一定の信頼性を担保する仕組みが実
現できる。

ガバナンス運用コストの低減 中央認定型のガバナンス
においては、参加者の審査・更新・監視に係るコストや
人的リソースが制度の拡張性を阻害する要因となってい
た。提案手法では、ステーキングおよびスラッシングを
通じて参加者自身にインセンティブを与えることで、中
央による審査や強制的な監査を不要とし、自律的かつ分
散的な信頼形成が可能となる。これにより、運用負荷の
軽減とともに、より持続可能なガバナンス設計が期待で
きる。

中央認定型との補完的な運用 本提案は、既存の中央認
定型トラストフレームワークと対立するものではなく、

むしろ補完的に運用可能な構造を想定している。たとえ
ば、法的効力や高い真正性が求められる公的なVC（例：
運転免許証、在留カードなど）については、従来通り、
中央認定組織によって厳格に認定された IssuerやVerifier
による発行・検証が適している。一方、イベント参加証
やオンライン講座の修了証といった、一定の信頼は必要
であるものの法的な厳格性までは求められないVCに対
しては、本提案によるステーキング・スラッシングを用
いた経済的インセンティブモデルが有効に機能する可能
性がある。
このように、VCの性質や用途に応じて中央認定型と

提案手法を使い分けることで、エコシステム全体として
は、厳密性とスケーラビリティの両立が可能となる。こ
れは、ロングテール的な多様なユースケースに柔軟に対
応しつつ、制度的信頼を損なわないガバナンス設計の実
現にも寄与すると期待される。

信頼確保の分散性と持続性の向上 従来のフレームワー
クでは、信頼性の確保は中央組織による認定や監査に強
く依存しており、制度疲労やボトルネックの原因となっ
ていた。提案手法では、各参加者が自らステークを担保
として信頼を「宣言」する構造であるため、中央的な介
入なしに信頼が維持される。さらに、違反検出も任意の
参加者による通報に委ねることで、検出能力の分散化と
エコシステムの自律性が高まる。

5. 結論と今後の検討課題
本研究では、VCエコシステムにおける信頼担保のあ

り方に着目し、従来の中央認定型モデルと補完的な運
用が可能な分散的な仕組みとして、ステーキングおよび
スラッシングに基づくインセンティブ設計を提案した。
我々は、Ethereumなどに代表される PoSに見られるス
テーキングとスラッシングの構造を参考にしつつ、エコ
システム参加者が経済的責任を伴って自律的に行動する
ことで、信頼形成とスケーラビリティの両立を図る新た
なアーキテクチャを示した。
こうした提案を現実のエコシステムに実装していく上

では、以下のような論点をさらに検討する必要がある。

• 誤検知リスクと通報の信頼性向上：Reporterによる
報告が制度の中核を担う以上、虚偽報告や過剰な通
報のリスクに備える必要がある。我々は、報告者自
身にも一定のステークを課す仕組みを導入すること
で、報告の信頼性を担保する設計が有効と考える。
また、報告履歴に基づくReporter評価制度も将来的
な補完策として検討の余地がある。

• 運用の透明性と信頼性の確保：Ecosystem Operator
が実施するスラッシュや返金判断の基準が不透明な
ままでは、特定の参加者に対して恣意的な運用がな
されているとの疑念を招き、エコシステム全体の信
頼性を損なうおそれがある。参加者が制度に対して
「公平に扱われている」という安心感を持つために
は、スラッシュ執行や判定の記録が誰でも検証可能
であることが重要である。本提案では、これらのロ
グや意思決定の根拠をブロックチェーンや IPFSな
どの分散ストレージ上に公開することで、改ざん耐
性と透明性の両立を図り、外部からの監査やコミュ
ニティ主導のガバナンスも実現可能とする。
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• 仕組み設計における公正性の担保：スラッシングは
経済的ペナルティを伴うため、手続きの正当性と反
論機会の確保が不可欠である。例えば、違反が報告
された時点（Challenged状態）で Trust Declarantが
反論証拠を提出できる設計や、スラッシュ率などの
制裁パラメータを DAO型ガバナンスで動的に調整
可能とする構成が考えられる。

今後は、これらの論点に対してプロトタイピングや実
証実験を通じた実装検証を行い、制度的・技術的両面か
ら持続可能な分散型信頼メカニズムの確立を目指して
いく。
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